
平
成
23
年
７
月
25
日
　
月
曜
日

第
3
2
8
3
号

福
　
岡
　
県
　
公
　
報

1

　　 目　　　次
　　　　告　　　示（第1248号−第1259号）

◯開発行為に関する工事の完了	 （都市計画課）………………１

◯保安林予定森林に関する農林水産大臣からの通知	 （森林保全課）………………１

◯保安林予定森林に関する農林水産大臣からの通知	 （森林保全課）………………２

◯保安林予定森林の所在場所等	 （森林保全課）………………２

◯保安林指定施業要件の変更に係る農林水産大臣からの通知

	 （森林保全課）………………２

◯保安林指定施業要件の変更に係る農林水産大臣からの通知

	 （森林保全課）………………３

◯保安林指定施業要件の変更に係る農林水産大臣からの通知

	 （森林保全課）………………３

◯保安林指定施業要件の変更に係る農林水産大臣からの通知

	 （森林保全課）………………３

◯保安林指定施業要件の変更に係る農林水産大臣からの通知

	 （森林保全課）………………３

◯保安林指定施業要件の変更予定森林の所在場所等	 （森林保全課）………………４

◯保安林指定施業要件の変更予定森林の所在場所等	 （森林保全課）………………４

◯道路の区域の変更	 （道路維持課）………………４

　　　　公　　　告

◯建設業の営業の一部停止	 （建築指導課）………………５

　　 告　　　示
　福岡県告示第1248号

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成23年７月25日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　糟屋郡新宮町湊坂六丁目３−１、３−３から３−17まで、34−９の一部及び1158−

４の一部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　長崎県長崎市岡町９番１号

　　株式会社　谷川建設

　　代表取締役　谷川　喜一

　福岡県告示第1249号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成23年７月25日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　うきは市浮羽町妹川字北ミシケ3290の１、3290の７、字重虎3335、字砥谷3660、

3671、字東寺ヶ迫4275の１（次の図に示す部分に限る。）、字中立目4417の１

２　指定の目的

　　水源のかん養

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐は、択伐による。

　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る
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2 市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部森林保全課及びうきは市役所に備え置いて縦覧に供する。）

　福岡県告示第１２50号

　農林水産大臣から、次のように保安林を指定しようとする旨の通知を受けたので、森

林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成23年７月25日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　久留米市田主丸町地徳字クグリワ3478、3480、字耳納尾3568の12、3568の13

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐は、択伐による。

　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部森林保全課及び久留

米市役所に備え置いて縦覧に供する。）

　福岡県告示第1251号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成23年７月25日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　糟屋郡須恵町大字上須恵字上川原44の１（次の図に示す部分に限る。）

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

　　ア　主伐は、択伐による。

　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度

　　　次のとおりとする。

　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を福岡県農林水

産部森林保全課及び須恵町役場に備え置いて縦覧に供する。）

　福岡県告示第１２52号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件の変更をしようとする旨の通知

を受けたので、森林法（昭和26年法律第249号）第33条の３において準用する同法第30

条の規定により次のように告示する。

　　平成23年７月25日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所と指定の目的

　次に掲げる告示で定めるところによる。

　昭和58年２月16日農林水産省告示第170号（７に係るものに限る。）

２　変更に係る指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法　　変更しない。
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　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法及び樹種は、次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を農林水産部森林保全課及び宮若市役所

に備え置いて縦覧に供する。）

　福岡県告示第１２53号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件の変更をしようとする旨の通知

を受けたので、森林法（昭和26年法律第249号）第33条の３において準用する同法第30

条の規定により次のように告示する。

　　平成23年７月25日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所と指定の目的

　　次に掲げる告示で定めるところによる。

　　昭和57年12月９日農林水産省告示第2017号

２　変更に係る指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法　　変更しない。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法及び樹種は、次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を農林水産部森林保全課及び宮若市役所

に備え置いて縦覧に供する。）

　福岡県告示第1254号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件の変更をしようとする旨の通知

を受けたので、森林法（昭和26年法律第249号）第33条の３において準用する同法第30

条の規定により次のように告示する。

　　平成23年７月25日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所と指定の目的

　　次に掲げる告示で定めるところによる。

　　昭和58年２月15日農林水産省告示第164号（１及び２に係るものに限る。）

２　変更に係る指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法　　変更しない。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法及び樹種は、次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を農林水産部森林保全課及び関係市役所

に備え置いて縦覧に供する。）

　福岡県告示第1255号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件の変更をしようとする旨の通知

を受けたので、森林法（昭和26年法律第249号）第33条の３において準用する同法第30

条の規定により次のように告示する。

　　平成23年７月25日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所と指定の目的

　　次に掲げる告示で定めるところによる。

　　昭和57年12月21日農林水産省告示第2093号

２　変更に係る指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法　　変更しない。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法及び樹種は、次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を農林水産部森林保全課及び八女市役所

に備え置いて縦覧に供する。）

　福岡県告示第1256号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件の変更をしようとする旨の通知

を受けたので、森林法（昭和26年法律第249号）第33条の３において準用する同法第30

条の規定により次のように告示する。

　　平成23年７月25日



平
成
23
年
７
月
25
日
　
月
曜
日

第
3
2
8
3
号

福
　
岡
　
県
　
公
　
報

4 � 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所と指定の目的

　　次に掲げる告示で定めるところによる。

　　昭和57年12月８日農林水産省告示第2011号

２　変更に係る指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法　　変更しない。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法及び樹種は、次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を農林水産部森林保全課並びに関係市役

所及び筑前町役場に備え置いて縦覧に供する。）

　福岡県告示第1257号

　森林法（昭和26年法律第249号）第33条の２第１項の規定に基づき、保安林の指定施

業要件の変更をする予定であるので、同法第33条の3において準用する同法第30条の２

の規定により次のように告示する。

　　平成23年７月25日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所と指定の目的

　　次に掲げる告示で定めるところによる。

　　昭和58年9月28日農林水産省告示第1722号

２　変更に係る指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法　　変更しない。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法及び樹種は、次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を農林水産部森林保全課及び築上町役場

に備え置いて縦覧に供する。）

　福岡県告示第1258号

　森林法（昭和26年法律第249号）第33条の２第１項の規定に基づき、保安林の指定施

業要件の変更をする予定であるので、同法第33条の３において準用する同法第30条の２

の規定により次のように告示する。

　　平成23年７月25日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所と指定の目的

　　次に掲げる告示で定めるところによる。

　　昭和57年12月3日農林水産省告示第1963号

２　変更に係る指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法　　変更しない。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法及び樹種は、次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を農林水産部森林保全課及び宇美町役場

に備え置いて縦覧に供する。）

　福岡県告示第１２59号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成23年７月25日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

県土整備
事務所名

道路の
種　類

路線名
変　更
前後別

区　　　　間
幅　員
（メートル）

延　長
（メートル）

那　珂 県　道

基　　　山
停　車　場
平　等　寺
筑　紫　野 

線

前

筑紫野市大字山口2657
番２先から
筑紫野市大字山口2658
番１先まで

10.0
〜
37.2

20.0

後

筑紫野市大字山口2657
番２先から
筑紫野市大字山口2658
番１先まで

10.0
〜
45.4

20.0
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　　 公　　　告
　公告

　建設業法（昭和24年法律第100号）第28第３項の規定に基づき、建設業の営業の一部

を停止したので、同法第29条の５第１項の規定により公告する。

    平成23年７月25日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成23年７月11日

２　処分を受けた者の商号等

商　号
主たる営業所の
所　在　地

代表者の氏名 許可番号

有限会社
タク設備システム

久留米市長門石
２−11−43

西尾　拓
平成22年２月17日

福岡県知事許可（般−21）
第82093号

３　処分の内容　建設業法第28条第３項の規定に基づく営業の一部の停止

　⑴　停止を命じる業務の範囲

　　　建設業に係る営業のうち、次のア又はイに該当する建設工事に係る営業

　　ア　国、地方公共団体、法人税法（昭和40年法律第34号）別表第１に掲げる公共法

人（地方公共団体を除く。）又は建設業法施行規則（昭和24年建設省令第14号）

第18条に規定する法人が発注するもの

　　イ　建設費について、国又は地方公共団体の補助金等（補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第２条第１項に規定する補助金

等及び同条第４項に規定する間接補助金等並びに地方公共団体の交付する給付金

でこれに類するものをいう。）の交付を受けているもの（アに該当するものを除

く。）

　⑵　停止期間

　　　平成23年７月25日から平成23年８月23日までの30日間

４　処分の原因となった事実

　　有限会社タク設備システムは、平成22年６月30日を審査基準日とする経営事項審査

申請書に虚偽（技術職員の水増し）の記載をし、当該申請に基づき評定された経営事

項審査結果通知書をもって発注機関に対して入札参加資格申請を行った。

　　このことは、建設業法第28条第１項第２号に該当する。


